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激変緩和措置について 

 

１ 激変緩和措置の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今回試算】 

「一定割合」の設定について、納付金等の算定結果及び激変緩和措置に活用できる財源の状

況を勘案し、複数のパターンから試算する。 

  

資料５ 

＜岩手県国民健康保険運営方針（抜粋）＞ 

激変緩和措置 

○ 納付金の仕組みの導入や算定方法の変更により、一部の市町村においては、「各市町村が本

来集めるべき１人当たり保険税額」が変化し被保険者の保険税の負担が上昇する可能性があ

ります。そのため、保険税が急激に増加することがないよう、納付金ガイドラインで示され

た激変緩和措置により対応します。 

① 激変緩和措置の対象及び対象とする額 

1 人当たりの保険税額が、平成 28 年度と比較し、毎年度県が定める一定割合以上増加した

市町村を激変緩和措置の対象とします。また、対象額については当該割合以上増加した額と

します。 

なお、平成 28 年度の保険税額については、国民健康保険事業年報の数値に基づき算出し

た保険税額とします。ただし、法定外繰入、前年度繰上充用、財政調整基金取崩等により増

加抑制を図っている場合は、その影響を加算した額とします。 

 

② 激変緩和措置の財源 

  激変緩和措置の財源は、「県繰入金」及び「特例基金」とします。 

※制度施行当初は、激変緩和分として交付される国調整交付金の暫定措置分も財源となり

ます。 

 

③ 激変緩和措置の期間 

激変緩和措置の実施期間は、平成 30 年度から平成 35 年度までの６年間を基本とし、３年

ごとの国保運営方針の見直しの中で検討します。 
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国資料挿入① 

（激変緩和について） 
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２ 激変緩和措置に活用できる財源 

(１) 財源内訳 

 ア 国の公費負担                               （単位：円） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 備 考 

国の特例調整交付金 

（暫定措置分） 

(a) 

295,446,000 243,895,000 ・H30 の措置額に対し、６分の

５程度に減額 

・H32 以降も漸減する見通し。 

国の特別調整交付金 

（追加激変措置分） 

(b) 

98,482,000 81,949,000 ・H30 の措置額に対し、６分の

５程度に減額 

・H32 以降の措置については未

定 

小計 393,928,000 325,844,000 前年比▲68,084,000 円 

 イ 財政安定化基金（激変緩和分） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 備 考 

基金残額 

           (c) 

295,440,000 256,960,144 ・H35 までの間、激変緩和財源

としての活用可能 

・H30 は、38,479,856 円取崩し。 

 

 

 

残り期間５年で均等

に活用する場合   

(c)’＝(c)/5          

－ 51,392,028  

 

(２) 平成 31 年度において活用可能な財源 

財政安定化基金活用の考え方 激変緩和に活用可能な財源 

①基金を残り５年（H31～H35）で 

均等に取り崩す場合 

(a)＋(b)＋(c)’ 

377,236,028 円 

②基金を平成 31 年度で使いきる 

場合 

(a)＋(b)＋(c) 

582,804,144 円 

 

 

 

 

 

    

       

 

激変緩和措置に活用できる財源は、 

今後５年間、基金を均等に活用する場合は、約３億８千万円 

平成 31 年度の単年度で基金を全て活用する場合は、約５億８千万円   となる。 
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３ 「一定割合」の設定 

(１) 試算 

  平成 31 年度における国民健康保険事業費納付金等の算定結果（仮係数）に基づき、平成 28 年度１

人当たり保険税額と比較し、「一定割合」以上増加した市町村に対して激変緩和措置を講ずる。 

  その場合における、「一定割合」の設定割合に応じた「該当市町村数」及び「激変緩和措置に要する

財源」については、以下のとおりの試算結果となった。 

 

 ア 該当市町村数 

一定割合（％） 平成 30 年度 平成 31 年度 

０％ ８市町村 １１市町村 

１％  １１市町村 

２％  １１市町村 

３％  ９市町村 

４％  ９市町村 

５％  ７市町村 

６％  ６市町村 

７％  ６市町村 

※平成 30 年度では一定割合 0％としたため、その他の割合についての試算結果はなし。 

 

 イ 激変緩和措置に要する財源（概数） 

一定割合（％） 平成 30 年度 平成 31 年度 

０％ 4.3 億円 11.5 億円 

１％  10.0 億円 

２％  8.5 億円 

３％  7.0 億円 

４％  5.7 億円 

５％  4.8 億円 

６％  4.1 億円 

７％  3.4 億円 

※平成 30 年度では一定割合 0％としたため、その他の割合についての試算結果はなし。 

 

財源不足 

国公費＋基金取崩し(1/5)で対応可 

（約 3.8 億円） 

国公費＋基金取崩し(1/5 以上)で対応可 

（最大約 5.8 億円） 

自然増のライン 

（医療費の伸びによる） 

※5 ページを参照 
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   (参考) １人当たり医療費の実績（県平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 保険給付費は昨年度の納付金算定額の値、被保険者数は推計値 

※２ 保険給付費、被保険者ともに推計値 

※３ １人当たり保険給付費の対前年比については、H27 年度は医療費の伸びが顕著であったため、 

   伸び率平均の算定からは除外する。 

 

 

 

 

 (２)「一定割合」の設定に関する論点 

○ 試算の結果、財源に関して、今後５年間、財政安定化基金を均等に活用する場合（約３億８千万

円）を基本とした場合、「一定割合」を７％まで引き上げる必要がある。（結果として、県が定める

市町村ごとの標準保険料率について７％の増加までは、激変緩和措置を講じないこととなる。） 

  なお、基金を平成 31 年度の単年度で全額取り崩した場合（約５億８千万円）であっても、「一定

割合」は４％までの引上げが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【論点１】 

○ 激変緩和措置として、「一定割合」をどの程度まで引き上げられるか。  

・ 激変緩和財源の範囲内で設定する必要がある。 

・ 一方で、医療給付費の伸び率が３％程度であるのに対し、標準保険料率について

は４～７％まで増加することとなる。保険税額の急激な上昇につながるおそれもあ

り、被保険者等からの理解が得られるか。 

○ 財政安定化基金は、どの程度、取り崩すべきか。 

・ 平成 35 年度まで活用すべき財源であり、今後５年間を見据えた上で、取り崩す

額について検討すべき。 

伸び率平均
（３か年） 

3.34 
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４ 一定割合の下限設定について 

(１) 下限設定について 

〇 これまでの激変緩和の議論においては、納付金の仕組みの導入等による保険料負担の増加に着目

し、その増加抑制の対策に重点を置いてきたが、一方で、新しい仕組みの導入等により、１人当た

り保険税額が大幅に減少する市町村が存在する。 

〇 国では、保険給付費等交付金ガイドラインにおいて、激変緩和措置の方法の一つとして、一定の

下限割合を定め、それを下回って負担が減少する市町村に対する県繰入金の配分を薄め（結果とし

て、県への納付金額が増額）、一方で、保険税が大幅に増加する市町村に厚く配分する（結果として

県への納付金額が減額）ことにより財政調整機能を持たせる方法について定めている。 

 

(２) 下限設定の導入についての論点 

 〇 「岩手県国民健康保険運営方針」においては、現状では、保険税水準等について市町村間の差異

が大きいことから、当面の間は、保険税水準の統一は行わないこととしている。 

〇 平成 31 年度における納付金等の算定結果（仮係数）によると、起点年度と比較した１人当たりの

増加率について、最大の市町村と最小の市町村の増減率の差は、平成 30年度算定よりも拡大してい

る。 

 ＜参考１＞１人当たり保険税額を起点年度（平成 28 年度）比較した増減率 

年度  
激変緩和措置前 激変緩和措置後 

増加率 最大と最小の差 増加率 最大と最小の差 

平成 30 年度 
増加率最大 113.72％ 

36.15 
100.00％ 

22.43 
増加率最小 77.57％ 77.57％ 

平成 31 年度 
増加率最大 123.36％ 

50.10 
－ － 

増加率最小 73.26％ － － 

 ＜参考２＞１人当たり保険税額（標準保険料率算定ベース） 

年度 最大 最小 差  

平成 28 年度 129,967 円 82,605 円 47,903 円  

平成 30 年度 108,519 円 75,369 円 33,150 円 ※標準保険料率 

平成 31 年度 119,878 円 74,286 円 45,592 円 ※標準保険料率（仮算定）※激変緩和措置前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【論点２】 

○ 今後、３年ごとに予定されている運営方針の見直し等に向けて、将来的な保険税

統一など、そのあり方について議論を進めていくに当たり、新しい国保制度の仕組

みの導入によって市町村間の格差が拡大する状況にあるのであれば、格差の拡大を

抑制する対策が必要ではないか。 

○ 激変緩和財源が活用できる期間は平成 35 年度までとなっているが、平成 36 年度

以降においても引き続き、市町村間格差是正等の調整措置を講ずるためには、激変

緩和財源のみに頼らない財政調整の仕組みの導入について検討する必要があるの

ではないか。 

○ ただし、平成 30 年度は下限設定を行っていないことから、今後の下限設定の導

入についての検討に当たっては、市町村の実態や意見等に配慮する必要がある。 
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国資料挿入② 

（下限設定について） 
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(３) 下限設定の設定（試算） 

   平成 31 年度における納付金等の算定結果（仮係数）に基づき、平成 28 年度１人当たり保険税額

と比較し、「一定割合」以上下回る市町村に対し、下限設定により県繰入金の配分を薄める措置を行

うと仮定した場合における、「一定割合」の設定割合に応じた「該当市町村数」及び「下限超過割合

超過額」については、以下のとおりの試算結果となった。 

一定割合（下限） 該当市町村数 
下限割合超過額

（概数） 

５％ １５市町村 5.4 億円 

１０％ １２市町村 3.0 億円 

１５％ ８市町村 1.0 億円 

２０％ ３市町村 0.1 億円 

 

 

 (４) 市町村の意見 

  平成 30 年 11 月７日に開催した岩手県国民健康保険連携会議において、下限設定の導入について市

町村の国保主管課長等と意見交換を行った。その際に出された主な意見等は下記のとおり。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 平成 30 年度の納付金算定・標準保険料率結果を参考に、税率の引下げを行った。もし、下限設

定をされると、その結果次第では再び保険税率を上げざるをえない可能性もある。1 年も経たない

うちに、税率の上げ下げに影響するような大きな方針転換を行うことは、いかがなものか。 

○ 県に赤字削減・解消計画書を県に提出し、平成 30 年度に保険税率の引上げを行うなど、赤字解

消の取組を進めているところ。しかし、下限が設定されると、赤字額が拡大する見込みとなり、解

消計画に支障がある。 

○ 激変緩和に上限額、下限額を設定することは、平成 29 年度、平成 30 年度と保険給付費が増えて

いる市町村に手厚い措置になるのではないか。 

○ それぞれの市町村によって置かれている状況が異なっており、調整が難しいと思われるが、激変

緩和財源が減っていくのは既定路線であるので、激変緩和財源の中で対応するのがひとつの方法と

考える。 

○ 平成 28 年度に比較して保険税収納必要額が下がるということは、市町村の保健事業や医療費適

正化の成果ではないか。他の市町村の激変緩和措置のために下限設定を行うというのは納得できな

い。 

○ 下限設定が、国保税の統一など一定の方針に向けてのステップという考え方であれば協力できる

が、ここ数年の調整のために下限設定を設けるという考えは賛成できない。 
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５ 「下限設定」を踏まえた激変緩和措置による対応（例）について 

 

(１) 下限設定の前提 

○ 保険税負担の増加抑制のための「一定割合」（上限）の設定のみでは、保険税の急激な引上げを招

く懸念があることから、ここでは、「下限設定」も踏まえた激変緩和措置（例）について示す。 

○ 市町村からの意見を踏まえ、下限設定に伴い県への納付金が増額となる市町村において、再び税

率を上げる等の影響が生じないような水準で設定を行う必要がある。 

○ こうしたことを踏まえ、下限設定水準は、一定の引き下げを前提としたものとする必要があるこ

とから、便宜、「10％」以上として試算している。 

 

 

（２）下限設定を踏まえた財源（概数） 

 

 ア 財政安定化基金を一部（５分の１）取り崩した場合 

下 限 設 定 国の公費負担 
＋ 

基金一部(1/5)取崩し (b) 

計 

一定割合（下限） 下限割合超過額 (a) (a)＋(b) 

１０％ 3.0 億円 3.8 億円 6.8 億円 

１５％ 1.0 億円 3.8 億円 4.8 億円 

２０％ 0.1 億円 3.8 億円 3.9 億円 

 

イ 財政安定化基金を全額取り崩した場合 

下 限 設 定 国の公費負担 
＋ 

基金全額取崩し (b)’ 

計 

一定割合（下限） 下限割合超過額 (a) (a)＋(b)’ 

１０％ 3.0 億円 5.8 億円 8.8 億円 

１５％ 1.0 億円 5.8 億円 6.8 億円 

２０％ 0.1 億円 5.8 億円 5.9 億円 
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（３）「一定割合」（上限）の設定条件（例） 

  （２）の財源を前提条件とした場合、「一定割合」（上限）の設定ごとの対応可能な条件は以下のと

おりとなる。 

一定割合 

（上限） 

必要額 

（概数） 
財源 対応条件 

０％ 11.5 億円 下限割合 10％：3.0 億円 

基金取崩し(全額)：5.8 億円 

計 8.8 億円 

対応不可（財源不足） 

１％ 10.0 億円 

２％ 8.5 億円 

下限割合 10％：3.0 億円 

基金取崩し(全額)：5.8 億円 

計 8.8 億円  

対応するためには、下限設定した上

で、基金の全額取崩しが必要 

３％ 7.0 億円 

下限割合 10％：3.0 億円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

基金取崩し(追加)：0.2 億円 

計 7.0 億円 

対応するためには、下限設定した上

で、基金の 1/5 以上の取崩しが必要 

４％ 5.7 億円 

下限割合 10％：3.0 億円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

計 6.8 億円 

下限割合 10％ならば、基金の 1/5

以内の取崩しで対応可能 

下限割合 20％：0.1 億円 

基金取崩し(全額)：5.8 億円 

計 5.9 億円 

下限設定について市町村への影響

を更に縮小するためには、基金の

1/5 以上の取崩しが必要 

５％ 4.8 億円 

下限割合 10％：3.0 億円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

計 6.8 億円 

下限割合 10％ならば、基金の 1/5

以内の取崩しで対応可能 

下限割合 15％：1.0 億円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

計 4.8 億円 

下限割合 15％ならば、基金の 1/5

以内の取崩しで、ほぼ対応可能 

６％ 4.1 億円 

下限割合 15％：1.0 億円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

計 4.8 億円 

下限割合 15％ならば、基金の 1/5

以内の取崩しで対応可能 

下限設定なし：0 円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

基金取崩し(追加)：0.3 億円 

計 4.1 億円 

下限設定しない場合、基金の 1/5

以上の取崩しが必要 

７％ 3.4 億円 

下限割合なし：0 円 

基金取崩し(1/5)：3.8 億円 

計 3.8 億円 

基金の 1/5 以内の取崩しで対応可

能 

 


